
団体名 阿蘇市

１　一般会計及び特別会計の財政状況（主として普通会計に係るもの） （百万円）

歳入 歳出 形式収支 実質収支 地方債現在高
他会計からの
繰入金

一般会計 14,329 13,870 459 448 14,368 －
温水プール・温泉施設管理

特別会計 366 366 0 0 － 321

診療所特別会計 125.4 124.9 0.5 0.5 28 41

普通会計 14,245 13,786 459 448 14,396 －

坂梨財産区特別会計 9.7 6.3 3.4 3.4 － －

古城財産区特別会計 17.2 6.0 11.2 11.2 － 0.6

中通財産区特別会計 20.3 10.3 10.0 10.0 － 0.5

宮地財産区特別会計 0.031 0.010 0.021 0.021 － 0.010
古城・中通地区簡易水道

事業特別会計 3.4 3.1 0.3 0.3 － 3.2

２　１以外の特別会計の財政状況（公営事業会計に係るもの） （百万円）

総収益
（歳入）

総費用
（歳出）

純損益
（形式収支）

不良債務
（実質収支）

地方債現在高
他会計からの
繰入金

病院事業特別会計 1,284 1,352 △ 68 0 190 100

水道事業特別会計 504 423 81 0 2,860 59

（歳入） （歳出） （形式収支） （実質収支）
6.1 5.9 0.3 0.3 － －

（歳入） （歳出） （形式収支） （実質収支）
75 75 7 7 － －

（歳入） （歳出） （形式収支） （実質収支）
1,015 1,032 35 35 3,069 290

（歳入） （歳出） （形式収支） （実質収支）
3,691 3,409 282 282 － 338

（歳入） （歳出） （形式収支） （実質収支）
4,768.66 4,768.65 0.01 0.01 － 435

（歳入） （歳出） （形式収支） （実質収支）
2,147 1,966 181 181 － 309

　（注）　１．法適用企業とは、地方公営企業法を適用している公営企業である。

３　関係する一部事務組合等の財政状況 （百万円　，　％）

歳入
（総収益）

歳出
（総費用）

形式収支
（純損益）

実質収支
（不良債務）

地方債現在高
当該団体の
　負担割合

阿蘇広域行政事務組合

（一般会計） 4,306 4,160 146 85 6,135 41.1
阿蘇広域行政事務組合

（湯の里荘特別会計） 145.2 142.8 2.3 2.3 － －
阿蘇広域行政事務組合

（阿蘇ふるさと市町村圏特別会計） 20.4 18.8 1.6 1.6 － 100.0
阿蘇広域行政事務組合（阿蘇圏域

市町村ケアマネジメント特別会計） 2.2 1.4 0.8 0.8 － 33.8
阿蘇広域行政事務組合

（緊急通報システム事業特別会計) 1.143 1.076 0.067 0.067 － 33.3
阿蘇広域行政事務組合

（介護サービス事業） 355.5 351.4 4.1 4.1 － －
熊本県市町村総合事務組合

（一般会計） 14,833 12,624 2,209 2,209 10 0.2

４　第三セクター等の経営状況及び地方公共団体の財政的支援の状況 （百万円）

経常損益
（千円）

資本又は
正味財産
（千円）

当該団体か
らの出資金
（千円）

当該団体か
らの補助金
（千円）

当該団体から
の貸付金
（千円）

当該団体から
の債務保証に
係る債務残高

備考

東阿蘇観光開発株式会社 △ 14,594 9,097 50,000 1,326 － －

阿蘇市土地開発公社 7,059 8,683 1,000 － 135,874 575
財団法人

阿蘇市地域振興公社 8,704 80,539 30,000 25,432 － －
財団法人

阿蘇勤労者いこいの村 1,283 23,113 4,000 － － －
株式会社

阿蘇アグリスクエア △ 8,917 △ 44,903 7,500 － － －
財団法人

阿蘇グリーンストック △ 5,540 153,742 50,000 － － －

有限会社神楽苑 3,521 30,981 16,000 － － －
株式会社

まちづくり阿蘇一の宮 460 14,437 2,500 2,445 － －

　（注）　損益計算書を作成していない民法法人は「経常損益」の欄には当期正味財産増減額を記入している。

５　財政指数

　（注）　実質公債費比率は、平成１８年度の起債協議等手続きにおいて用いる平成１５年度から平成１７年度の３カ年平均である。

財政状況等一覧表（平成１７年度）

備考

備考

法適用企業

介護保険事業特別会計

下水道事業特別会計
歳入には、前年度からの繰越金37,526千円及び

収益的支出に充てた地方債15,400千円が、を含

まれていないため、歳入－歳出が形式収支と一

致しない。

国民健康保険事業
特別会計

老人保健事業特別会計

観光施設事業
（休養宿泊施設）特別会計

歳入には、前年度からの繰越金21千円が含まれ

ていないため、歳入ー歳出が形式収支と一致し

ない。

有料道路事業特別会計
歳入には、前年度からの繰越金6,737千円が含

まれていないため、歳入ー歳出が形式収支と一

致しない。

備考

法適用企業

当該団体からの
損失補償に係る
債務残高

0

－

－

－

0

－

－

－

財政力指数 0.36 実質収支比率 5.2

実質公債費比率 13.6 経常収支比率 94.0


